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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
（１）業務の適正を確保するための体制
　当社の業務の適正を確保するための体制は以下のとおりであります。

①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．経営理念、企業行動憲章、コンプライアンス規程等のコンプライアンス体制に係る規程を、取締役及び使

用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。
ロ．コンプライアンス体制の運用と徹底を図るため、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスの
取組を横断的に統括する。また、コンプライアンス委員会が中心となって取締役及び使用人に対しコンプ
ライアンス教育・啓発を行う。

ハ．法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、コンプライアンス委員
会または会社の指定する弁護士を情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づきそ
の運用を行う。

ニ．監査役、及び内部監査部門として業務執行部門から独立した監査室は、連携して各部門の業務プロセス等
を監査し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努める。また、監査役及び監査室は、コンプライアンス
委員会と連携の上、コンプライアンスの状況を監査する。

ホ．反社会的勢力に対しては、企業行動憲章に基づき、毅然とした態度で対処し、一切の関係を遮断する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、情報資産管理規程その他関係規程に従
い、適切に保存及び管理する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制の基礎として経営危機管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。万一不
測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、会社の指定する弁護士等社外専門家の
助言を得ながら迅速な対応を行い、損害の拡大防止と、損害を最小限に止める体制を整備する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、月１回の定例取締役会

を開催するほか、必要に応じて適宜臨時の取締役会を開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に
関わる重要事項については、事前に経営会議で議論し、その審議を経て執行決定を行う。

ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程、職務権限規程等において、それ
ぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定め、これらの規程に従って執行する。

ハ．執行役員制度の導入により、取締役会の機能を強化するとともに、業務執行を円滑に行う。
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⑤当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社と関係会社とは、法令及び社会規範を遵守した適切な取引を行う。
　「関係会社管理規程」に基づき子会社の管理体制を整備するとともに、必要に応じて当社の役員が子会社の
役員を兼務し、子会社の業務運営の状況を把握、改善を行う。
　監査室は、当社及び子会社の業務の状況について、定期的に監査を行う。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及
び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査
業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役等の指揮命令を受けないものとする。

⑦当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に
関する体制
イ．取締役は、取締役会等において、担当する業務の執行状況を出席した監査役に報告する。
ロ．上記イに関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、当社及び子会社の取締役及び使用人に対して報告を

求めることができる。
ハ．取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与えるおそれのある事実、または取締役及び使用人の職務執行
に関して法令違反もしくは不正な行為を発見したときは、すみやかに監査役に報告する。

ニ．子会社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人から上記記載の事項につき報告を受けた者
は、取締役または監査役に対して報告をする。

ホ．当社は、上記の報告を取締役または監査役に行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な
取扱いを行わない。

⑧監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
イ．当社は、監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求したときは、請求にかかる費用または債務

が当該監査役の職務の執行に関係しないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理す
る。

ロ．監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公認会計士等の専門家に意見・アドバイスを依
頼するなど必要な監査費用を認める。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役会は、経営陣と定期的に意見交換会を開催し、また監査室との連携を図り、適切な意思疎通及び効果
的な監査業務の遂行を図る。
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⑩財務報告の適正性を確保するための体制
　社長の指示の下、監査室及び経理財務部を主たる部門として、財務報告の適正性及び信頼性を確保するため
の体制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価し、必要に応じて改善を進める。
　また、取締役会は、財務報告に係る内部統制に関して適切に監督を行う。

⑪反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容
　当社及びその特別利害関係者、株主、取引先等は、反社会的勢力と一切の関係を遮断している。当社におけ
る方針・基準等については、「経営理念」「企業行動憲章」「具体的行動に際しての指針」において定めてお
り、主要な社内会議等の機会をとらえて繰り返しその内容の周知徹底を図っている。
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①職務執行の効率性及び適正性の向上
　当社の取締役会は、取締役８名（うち社外取締役３名）で構成されており、その取締役会には監査役も出席
しており、審議・決議の適法性及び健全性は担保されております。取締役は、取締役会を13回開催し、当社の
経営方針及び経営戦略に係る事項をはじめ、各事業部門の業務執行状況の妥当性の確認、各種社内規程の改訂
等、重要事項の審議・決議を行いました。

②監査役の監査が実効的に行われることの確保
　当社の監査役会は、監査役５名（うち社外監査役４名）で構成されております。監査役は、監査役会（当期
12回開催）のほか、代表取締役及び会計監査人とそれぞれ定期的に会合を行い、コンプライアンスや内部統制
の運用状況について確認したほか、社外取締役とも定期的に会合を行い、監査上の重要課題等について意見を
交換し、非業務執行役員間での情報交換と認識共有を図りました。また、常勤監査役は経営会議等の重要な会
議に出席して情報収集を行い、経営監視機能の強化を図っております。

③内部監査体制
　監査室は、監査計画に基づき、内部監査を実施し、結果を社長及び監査役に報告しました。監査の結果、業
務の適正性に重要な影響を与えるリスクはありませんでした。

④財務報告に係る内部統制
　監査室は、財務報告に係る内部統制が適正に運用されているか、重要な不備がないかについてモニタリング
を行いました。また、監査室、経理財務部及び内部統制管理チームは、内部統制が有効かつ継続的に機能する
よう連携し、必要な是正・改善を進めております。

⑤グループ管理体制
　当社の使用人が、子会社の代表取締役に在職しており、子会社の業務執行を行うとともに、当社の定例の経
営会議において、業務執行状況を報告しました。また、当社取締役３名及び執行役員１名は、子会社の取締役
を兼職しており、子会社の取締役会に出席しております。
　監査体制においては、当社の常勤監査役が、子会社の監査役を兼職しており、監査計画に基づき、子会社の
コンプライアンスや内部統制の整備状況について、確認を行いました。また、当社の監査室は、子会社の内部
監査部門と連携し、監査計画に基づき業務監査を行い、結果を社長及び常勤監査役に報告しました。
　なお、当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の業務執行について、重要度に応じて当社の取締役会に
おける承認を受ける体制を整備しております。
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( 2024年 4 月 1 日から )2025年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 2,160 3,067 28,964 △1,359 32,832

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △921 △921

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,357 2,357

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,435 － 1,435

当 期 末 残 高 2,160 3,067 30,400 △1,359 34,268

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,501 40 △19 1,522 34,354

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △921

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,357

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △498 △72 46 △524 △524

当 期 変 動 額 合 計 △498 △72 46 △524 910

当 期 末 残 高 1,002 △31 26 997 35,265

連結株主資本等変動計算書

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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①連結子会社の数 １社
②連結子会社の名称 カタギ食品株式会社
③連結の範囲の変更 該当事項はありません。
④非連結子会社の名称 該当事項はありません。

・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

・デリバティブ 時価法を採用しております。

・商品・原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定)を採用しております。

・製品・仕掛品 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定)を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定)を採用しております。

①有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
機械及び装置 ２～10年

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　（３）資産の評価基準及び評価方法
　　　①有価証券
　　　　その他有価証券

　　　②デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　　③棚卸資産の評価基準及び評価方法

　（４）固定資産の減価償却の方法
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・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。
③リース資産
・所有権移転ファイナン

ス・リース
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま
す。

・所有権移転外ファイナン
ス・リース

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上してお
ります。

③役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき
計上しております。

④役員株式給付引当金
・株式給付引当金

株式給付信託による当社株式の交付に備えるため、役員株式給付規程に基づ
き、支給対象者に割り当てられたポイントに応じた株式の支給見込額を計上
しております。

①退職給付見込額の期間
帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び
過去勤務費用の費用処理
方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（15年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における
簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に
係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用
しております。

②無形固定資産

（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

　（６）引当金の計上基準

（７）退職給付に係る会計処理の方法
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①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建債権債務
③ヘッジ方針 為替予約取引は、円貨による支払額を確定させることが目的であり、投機目

的の取引は行わない方針です。
④ヘッジ有効性評価の方法 為替予約については、ヘッジ対象となる予定取引と重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を相殺するものと想定する
ことができるため、ヘッジ有効性の評価は省略しております。

（８）重要な収益及び費用の計上基準
　当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換
に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。ただし、商品又は製品の国内における販売を前
提として、商品又は製品の出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の
期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（９）重要なヘッジ会計の方法

２．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　385百万円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っておりま
す。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生し
た課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

３．会計方針の変更に関する注記
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　従来、所得等に対する法人税、住民税及び事業税等（以下、「法人税等」という。）について、法令に従い
算定した額を損益に計上することとしておりましたが、所得に対する法人税等について、その発生源泉となる
取引等に応じて、損益、株主資本及びその他の包括利益に区分して計上することとし、その他の包括利益累計
額に計上された法人税等については、当該法人税等が課される原因となる取引等が損益に計上された時点で、
これに対応する税額を損益に計上することといたしました。なお、課税の対象となった取引等が、損益に加え
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て、株主資本又はその他の包括利益に関連しており、かつ、株主資本又はその他の包括利益に対して課された
法人税等の金額を算定することが困難である場合には、当該税額を損益に計上しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20－３項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針
を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減するとともに、対応する金
額を資本剰余金又はその他の包括利益累計額のうち、適切な区分に加減し、当該期首から新たな会計方針を適
用しております。
　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

４．表示方法の変更に関する注記
連結損益計算書
　前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「受取補償金」は、重要性が増し
たため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「受取補償金」は４百万円であります。

５．追加情報
株式給付信託（BBT）制度
　当社は、2018年６月26日開催の第61回定時株主総会決議に基づき、当社取締役（社外取締役を除きま
す。）を対象とする株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」
といいます。）を導入しております。また、2021年４月23日開催の取締役会決議に基づき、2021年６月22
日より当社執行役員を本制度の対象として追加しております。

①取引の概要
　当社は、取締役及び執行役員（以下、「取締役等」といいます。）の報酬と当社の株式価値との連動性をよ
り明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、本制度を導
入しております。
　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本
信託」といいます。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社
株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて
給付される株式報酬制度です。
　なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。
　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実
務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 18,130百万円

（２）流動負債のその他に含まれる契約負債 16百万円

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
期末の株式数

普通株式 9,400千株 － － 9,400千株

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
期末の株式数

普通株式 196千株 － － 196千株

②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（附随費用の金額を除きます。）により、純資産の部に
自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は66百万円、株式数は
11,253株であります。

６．連結貸借対照表に関する注記

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の株式数については、当連結会計年度末において株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）
（以下「信託Ｅ口」といいます。）が所有する当社株式11千株が含まれております。
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決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2024年6月27日
定時株主総会 普通株式 921百万円 100円 2024年3月31日 2024年6月28日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年6月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 921百万円 100円 2025年3月31日 2025年6月27日

（３）剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額等

（注）配当金の総額921百万円については、信託Ｅ口が所有する当社株式に係る配当金１百万円が含まれてお
ります。

　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）配当金の総額921百万円については、信託Ｅ口が所有する当社株式に係る配当金１百万円が含まれてお
ります。
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８．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主に営業活動による現金収入により確保し
ております。また、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で保有し、短期的な資金不足が生じる場
合には銀行借入により運転資金を調達しております。デリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動に
よるリスク回避を目的として利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当社は、当該リスク
に関して、与信管理部署である販売推進部において、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも
に、主な取引先の信用状況を年度ごとに把握する体制をとっております。連結子会社も同様の管理を行
っております。
　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。当社グループでは、当該リスクに関して、管理部門において定期的に時価や発行体の財務状況を把
握する体制をとっております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。
　なお、営業債務などの流動負債はその決済時において流動性リスクに晒されますが、当社グループで
は月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為
替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効
性評価の方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する
注記等（９）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
　デリバティブ取引については、取引の契約先を信用度の高い商社に限っているため、相手先の契約不
履行によるリスクはほとんどないと認識しております。当社の為替予約取引の執行・管理については、
取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、外貨建輸出入取引実行時に海外事業部が行って
おり、取引の都度、経理財務部に報告をしております。連結子会社において為替予約取引締結を行う場
合、取締役会の決議事項としており、執行・管理については、主として管理部門が行います。また、そ
の取引結果については、全て連結子会社の取締役会及び当社の管理本部に対する報告事項となっており
ます。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること
により、当該価格が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券 2,202 2,202 －

　資産計 2,202 2,202 －

デリバティブ取引（*） (86) (86) －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 11

（２）金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）を参照ください。）。
また、「現金及び預金」、「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」につ
いては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しており
ます。

（*）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については（　）で示しております。

（注）市場価格のない株式等

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当
該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価
の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
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区分 時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券

　　株式 2,202 － － 2,202

資産計 2,202 － － 2,202

デリバティブ取引（*）

　通貨関連 － (86) － (86)

デリバティブ取引計 － (86) － (86)

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については（　）で示しております。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　活発な市場における相場価格を用いて上場株式を評価しており、レベル１の時価に分類してお
ります。
デリバティブ取引
　店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引先金融機関から提示された価格
等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント その他
（注） 合計

ごま油 食品ごま 計

顧客との契約から生じ
る収益 31,081 8,269 39,350 99 39,450

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 31,081 8,269 39,350 99 39,450

９．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分には「仕入商品販売」を含んでおります。

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループにおける主な顧客との契約から生じる収益の内容は以下のとおりであります。
　国内の商品又は製品の販売における収益については、商品又は製品の出荷時から当該商品又は製品の
支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。ま
た、輸出による商品又は製品の販売における収益については、当該取引の条件がＦＯＢ（本船渡し条
件）であり、船積みの際に履行義務を充足し、当該商品又は製品の支配が顧客に移転することから、船
積み時点で収益を認識しております。当社グループの収益の認識に関しては、全て一時点で行ってお
り、履行義務の充足の進捗に応じて、一定の期間にわたり収益を認識すべき取引はありません。
　なお、支払い条件は一般的な条件であり、通常、短期のうちに支払期限が到来し、契約に重大な金融
要素は含まれておりません。
　また、変動対価については、顧客に対して支払う条件値引きやリベート等の額を収益の減額として処
理しております。なお、条件値引きについては、過去実績に基づき、決算月の売上高に対応した見積り
を行っており、請求書が到着し確定額が判明した時点で確定額に洗い替える方法を採用しております。

－ 15 －



（単位：百万円）

契約負債 当連結会計年度

期首残高 15

期末残高 16

（１） １株当たり純資産額 3,831円86銭
（２） １株当たり当期純利益 256円12銭

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約負債の残高

　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

②当連結会計年度末時点における残存の履行義務に配分した取引価格の総額及び残存の履行義務について
収益が見込まれる期間
　当社グループの取引において、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約はないため、実
務上の便法を適用し、注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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( 2024年 4 月 1 日から )2025年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,160 3,082 △15 3,067 250 305 12,540 15,266 28,362 △1,359 32,230

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 300 △300 － －

剰 余 金 の 配 当 △921 △921 △921

当 期 純 利 益 2,341 2,341 2,341

税 率 変 更 に よ る
積 立 金 の 調 整 額 △3 3 － －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △3 300 1,124 1,420 － 1,420

当 期 末 残 高 2,160 3,082 △15 3,067 250 301 12,840 16,390 29,782 △1,359 33,650

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 1,339 40 1,380 33,610

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △921

当 期 純 利 益 2,341

税 率 変 更 に よ る
積 立 金 の 調 整 額 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △440 △72 △513 △513

当 期 変 動 額 合 計 △440 △72 △513 907

当 期 末 残 高 899 △31 867 34,518

株主資本等変動計算書

（注）百万円未満の端数は切り捨て表示しております。
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・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

①有形固定資産
　（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３～50年
機械及び装置 ２～10年

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券

②デリバティブ等の評価基準及び評価方法
・デリバティブ 時価法を採用しております。

③棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品・原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)を採用しております。
・製品・仕掛品 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)を採用しております。
・貯蔵品 最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定)を採用しております。

（２）固定資産の減価償却の方法

②無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。
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・所有権移転ファイナンス・
リース

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用し
ております。

・所有権移転外ファイナン
ス・リース

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して
おります。

④役員株式給付引当金
・株式給付引当金

株式給付信託による当社株式の交付に備えるため、役員株式給付規
程に基づき、支給対象者に割り当てられたポイントに応じた株式の
支給見込額を計上しております。

③リース資産

（３）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。

（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計
上しております。

③役員賞与引当金 役員の賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基
づき計上しております。

⑤退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（15年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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（５）重要な収益及び費用の計上基準
　当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。ただし、商品又は製品の国内における販売を前
提として、商品又は製品の出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通
常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（６）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 … 為替予約取引

ヘッジ対象 … 外貨建債権債務
③ヘッジ方針 為替予約取引は、円貨による支払額を確定させることが目的であ

り、投機目的の取引は行わない方針です。
④ヘッジ有効性評価の方法 為替予約については、ヘッジ対象となる予定取引と重要な条件が同

一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を相殺する
ものと想定することができるため、ヘッジ有効性の評価は省略して
おります。

２．会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
　（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　繰延税金資産　387百万円

　（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　（１）の金額の算出方法は、連結注記表「２．会計上の見積りに関する注記　繰延税金資産の回収可能

性」の内容と同一であります。

３．会計方針の変更に関する注記
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。）等を当
事業年度の期首から適用しております。
　なお、詳細については、連結注記表「３．会計方針の変更に関する注記「法人税、住民税及び事業税等に関
する会計基準」等の適用」に記載しているため、記載を省略しております。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 16,805百万円

①短期金銭債権 4,745百万円
②短期金銭債務 409百万円

関係会社との取引高
　営業取引による取引高

　売上高 1,400百万円
　売上原価 9,830百万円
　販売費及び一般管理費 221百万円

　営業取引以外の取引による取引高
　営業外収益 53百万円

４．表示方法の変更に関する注記
　損益計算書

　前事業年度まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「受取補償金」は、重要性が増したた
め、当事業年度より、区分掲記しております。
　なお、前事業年度の「受取補償金」は４百万円であります。

５．追加情報
　株式給付信託（BBT）制度

　連結注記表「５．追加情報　株式給付信託（BBT）制度」に記載しているため、記載を省略しております。

６．貸借対照表に関する注記

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

７．損益計算書に関する注記
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株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度期末の株式数

普通株式 196千株 － － 196千株

８．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の株式数については、当事業年度末において株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が
所有する当社株式11千株が含まれております。
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（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2025年3月31日現在
繰延税金資産

賞与引当金 183百万円
未払金 74百万円
未払事業税 39百万円
未払費用 26百万円
福利厚生費否認 1百万円
広告宣伝費否認 11百万円
減価償却費損金算入限度超過 1百万円
賃借料損金算入限度超過 5百万円
退職給付引当金 555百万円
役員株式給付引当金 11百万円
株式給付引当金 2百万円
資産除去債務 68百万円
繰延資産 0百万円
貸倒引当金 16百万円
会員権 4百万円
繰延ヘッジ損益 14百万円

繰延税金資産小計 1,017百万円
評価性引当額 △28百万円
繰延税金資産合計 989百万円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △138百万円
有形固定資産 △42百万円
株式売却益 △6百万円
その他有価証券評価差額金 △414百万円

繰延税金負債合計 △601百万円
繰延税金資産の純額 387百万円

９．税効果会計に関する注記
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2025年3月31日現在

法定実効税率 30.62％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.85％
住民税均等割 0.51％
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.37％
法人税特別控除額等 △2.06％
その他 △0.30％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.25％

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

（３）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、
2026年４月１日以後に開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりまし
た。これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、繰
延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を従来の30.62%から31.52%に変更し計算
しております。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が0百万円、繰越利
益剰余金が3百万円、それぞれ増加し、法人税等調整額が12百万円、その他有価証券評価差額金が11百
万円、固定資産圧縮積立金が3百万円、それぞれ減少しております。

10．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両及び事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。
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属性 会社等
の名称 資本金 事業の

内　容

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内容 取引

金額 科 目 期　末
残　高役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
（当該そ
の他の関
係会社の
親会社を
含む）

三菱商事㈱ 百万円
204,446 総合商社

(被所有)
直接

26.89％
－

製品の主要販売
代理店でありま
す。

営業取引
販売代理店
手 数 料
（注2・3）

百万円
50

売掛金
（注3）

百万円
1,233

三井物産㈱ 百万円
343,441 総合商社

(被所有)
直接

21.92％
－

原材料の主要仕入
先(41.2％)であり
製品の主要販売代
理店であります。

営業取引

販売代理店
手 数 料
（注2・3）

百万円
160

売掛金
（注3）

百万円
3,185

原材料等の仕入
（ 注 2 ）

百万円
9,826 買掛金 百万円

408
その他の
関係会社
の子会社

㈱MCアグリ
アライアンス

百万円
300

食品原料の
輸入・販売 － －

原材料の主要仕
入先(34.3％)で
あります。

営業取引 原材料の仕入
（ 注 2 ）

百万円
8,168 買掛金 百万円

688

主要株主 小澤物産㈱
（注４）

百万円
50

流 体 搬 送 機
器・貯蔵用機
器等の販売

(被所有)
直接

11.54％
役員1名

補助材料の仕
入他
役員の兼任

営業取引 補 助 材 料 の
仕入（注2）

百万円
13 買掛金 百万円

2

主要株主及びそ
の近親者が議決
権の過半数を所
有している会社

小澤商事㈱
（注４）

百万円
1 物流事業

(被所有)
直接

4.65％
役員1名

製 品 の 保 管
荷 役 及 び 運
送委託他
役員の兼任

営業取引 支払運賃他
（ 注 2 ）

百万円
393 未払金 百万円

36

子会社 カタギ食品㈱ 百万円
30

家庭用食品
ごま、加工
ご ま の 製
造・販売

（所有）
直接

100％
役員4名 事業資金の貸付

役員の兼任
営業取引
以外の取引

貸 付 金 の 返
済 （ 注 1 ）

百万円
340

関係会社
長期貸付金

百万円
580

その他流動
資産(注5)

百万円
80

11．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1) 資金の貸付及び資金の借入は当社の規定に基づき、市場金利等を勘定し協議の上決定しております。
（注2) 製品の販売、原材料の購入及びその他の取引についての価格及びその他の取引条件については、他の取引

先と同様の条件であります。
（注3) 製品の販売に関する取引において、取引金額については販売代理店手数料を記載し、期末残高については

販売代理店手数料を除く顧客との取引から生じる債権の残高を記載しております。
（注4) 小澤物産㈱及び小澤商事㈱の議決権の過半数を所有する小澤一彦氏は、当社の主要株主（個人）に該当し

ております。
（注5) その他流動資産に関しては、関係会社短期貸付金残高であります。
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（１）１株当たり純資産額 3,750円64銭
（２）１株当たり当期純利益 254円46銭

12．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「９．収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

13．１株当たり情報に関する注記

14．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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